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４ 社会動態 
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社会増加  ２７市町村    社会減少  ５０市町村 

社会動態を市町村別にみると、27 市町村で社会増加、50 市町村で社会減少となっています。 

社会増減率が最も高いのは、白馬村の 2.53％で、以下 野沢温泉村 1.26％、北相木村 1.20％の順となって

います。一方、最も低いのは、生坂村の△2.52％で、以下 根羽村△2.07％、天龍村△1.80％の順となってい

ます。（６ページ 表３） 

平成 30 年中の社会動態をみると、県外（国

外を含む）からの転入者数は 38,264 人で前年

に比べ 1,606 人増加し、県外（国外を含む）へ

の転出者数は 38,034 人で前年に比べ 1,623

人増加となりました。この結果、届出者数でみ

ると、転入者が転出者を 230 人上回り、転入超

過となりました。 

このほか、その他増減(職権による記載、消

除)が 1,186 人減少し、これを加えた社会動態

は 956 人減少しています。 

社会動態の推移をみると、転入者は平成 12

年から、転出者は平成 13 年からそれぞれ減

少傾向となっています。 

また、平成 12 年までは社会増となっていま

したが、平成 13 年からは、18 年連続して社会

減となっています。（図８、５ページ 表２） 

 

平成 30 年の各月の社会動態をみると、就

学や就労等による異動が多い 3 月と 4 月にか

けて、転入者数、転出者数がともに多くなって

います。 （図９） 

図９ 月別社会動態(転入－転出) 

図８ 社会動態の推移 
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国外からの転入者が２４．４％、転出者の２０．４％が東京都へ 

転入者の従前地をみると、国外が 24.4％で最も多く、次いで東京都が 15.4％、以下、神奈川県、愛知県、埼

玉県、千葉県の順になっています。 

転出者の転出先をみると、東京都が 20.4％で最も多く、次に国外が 15.6％、以下、神奈川県、埼玉県、愛知

県、千葉県の順になっています。従前地の 33.2％、転出先の 42.2％が東京圏となっています。 （表６） 

 

表６ 都道府県別移動者割合（平成 30 年）        

従　前　地 総数（人） 構成比(%) 転　出　先 総数（人） 構成比(%)

1 国 外 9,342 24.4 東 京 都 7,763 20.4

2 東 京 都 5,910 15.4 国 外 5,946 15.6

3 神 奈 川 県 2,818 7.4 神 奈 川 県 3,427 9.0

4 愛 知 県 2,683 7.0 埼 玉 県 2,943 7.7

5 埼 玉 県 2,352 6.1 愛 知 県 2,831 7.4

6 千 葉 県 1,641 4.3 千 葉 県 1,938 5.1

7 新 潟 県 1,154 3.0 群 馬 県 1,235 3.2

8 群 馬 県 1,073 2.8 新 潟 県 1,142 3.0

9 静 岡 県 1,038 2.7 大 阪 府 1,032 2.7

- そ の 他 10,253 26.8 そ の 他 9,777 25.7

- 合　　　　　計 38,264 100.0 合　　　　　計 38,034 100.0

順　位
転　　　　　入　　　　　者 転　　　　　出　　　　　者

 

 

転入者数、転出者数ともに２０歳～２４歳が最も多い 

（平成30年）　
増減

a （人） 構成比（％） b （人） 構成比（％） a-b （人）

1,922 5.0 1,634 4.3 288
1,139 3.0 962 2.5 177

624 1.6 621 1.6 3
2,018 5.3 3,007 7.9 △ 989

うち 18 ～19 1,695 4.2 2,644 6.5 △ 949
8,075 21.1 9,678 25.4 △ 1,603
7,060 18.5 6,868 18.1 192
4,806 12.6 4,324 11.4 482
3,333 8.7 2,791 7.3 542
2,400 6.3 2,130 5.6 270
1,787 4.7 1,737 4.6 50
1,329 3.5 1,190 3.1 139
1,004 2.6 877 2.3 127

879 2.3 635 1.7 244
699 1.8 477 1.3 222
412 1.1 299 0.8 113
251 0.7 249 0.7 2
526 1.4 555 1.5 △ 29

39,959 100.0 40,678 100.0 △ 719

65～69
70～74
75～79
80以上

計

35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64

5～9
10～14
15～19

20～24
25～29
30～34

転入者数 転出者数

表７　年齢５歳階級別社会動態（県外移動）

年齢階級
（歳）

0～4

 

年齢５歳階級別の転入者数をみると、20～

24 歳が 8,075 人（21.1％）で最も多く、次いで

25～29 歳 7,060 人（18.5％）、30～34 歳 4,806

人（12.6％）の順となっています。 

転 出 者 数 は 、 20 ～ 24 歳 が 9,678 人

（25.4％）で最も多く、次いで 25～29 歳 6,868

人（18.1％）、30～34歳4,324人（11.4％）の順

となっています。 

増減をみると、転入超過は 35～39 歳が 542

人で最も多く、以下 30～34 歳 482 人、0～4

歳 288 人の順となっています。 

一方、転出超過は 20～24 歳が 1,603 人で

最も多く、以下 15～19 歳 989 人、80 歳以上

29 人の順となっています。 

（表７） 


